
事業番号 - - -

（ ）

規制改革実施計画（令和２年７月11日閣議決定）において、データに基づき、全国の学校に展開可能な形でどのような学びが効果的かを明らかにすることが求められるなど、児童
生徒の確かな学力の育成に当たっても、客観的なデータに基づく施策の立案や効果検証を行うことが求められている。本事業では、令和元年度より、子供たちの学習の基盤を形
成する観点から、子供たちの学力に関するデータの取得及び分析により、どのような取組が学力の向上に対して有効かについての検証を行ってきたところ、今後はこれらの取組に
ついて、専門的な知見に基づき、より精緻な分析を行うとともに、全国の学校・教育委員会に普及展開していくことが求められる。

令和6年度要求

-

-

-

-

(目)

(目)

1

　

　

　

(目)

0

-

初等中等教育振興事業委託費

職員旅費

委員等旅費

諸謝金

その他

当初予算＋補正予算に対する執行額
の割合（％）

=(G)/｛(A)+(B)｝
0%

主な増減理由（・要望額・予備費）

58%

令和6年度要求

事業概要URL
-

(項)

令和5・6年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算項・目 令和5年度当初予算

計（A) 4

69%

0

執行率（％）
=(G)/(F)

0% 58% 69%

初等中等教育振興費

(目)

2023 文科 22 0075

文部科学省

政策 -

事業の目的
（5行程度以内）

読解力をはじめとする基礎学力をすべての児童生徒が確実に習得できるよう、義務教育段階の早い時期から適切な支援を行うなど、基礎学力に課題を抱える児童生徒に対する
効果的な取組等について調査研究を実施し、今後の学力向上に資する施策立案等のために活用できる成果等を収集し、普及展開を図ることで、生涯学び続けるために必要な資
質・能力を子供たちに着実に育むことを目的とする。

教育課程課
教育課程課長
常盤木　祐一

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

学校教育法施行規則第52条（小学校）
同74条（中学校）
同79条の６（義務教育学校）
同84条（高等学校）
同108条（中等教育学校）
同129条（特別支援学校）

関係する
計画、通知等

第4期教育振興基本計画（令和5年6月16日閣議決定）、中央教育審議会答申（平成20年1月17日）「幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び特別支援
学校の学習指導要領の改善について」、幼稚園教育要領（平成20年3月告示）、小学校学習指導要領（平成20年3月告示、平成27年3月一部改正）、中
学校学習指導要領（平成20年3月告示、平成27年3月一部改正）、高等学校学習指導要領（平成21年3月告示）、特別支援学校幼稚部教育要領（平成
21年3月告示）、特別支援学校小学部・中学部学習指導要領（平成21年3月告示、平成27年3月一部改正）、特別支援学校高等部学習指導要領（平成
21年3月告示）、中央教育審議会答申（平成28年12月21日）「幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校の学習指導要領等の改善及び必
要な方策等について」、幼稚園教育要領（平成29年3月告示）、小学校学習指導要領（平成29年3月告示）、中学校学習指導要領（平成29年3月告示）、
高等学校学習指導要領（平成30年3月告示）、特別支援学校幼稚部教育要領（平成29年4月告示）、特別支援学校小学部・中学部学習指導要領（平成
29年4月告示）、特別支援学校高等部学習指導要領（平成31年2月告示）

事業名 学力向上のための基盤づくりに関する調査研究 担当部局庁 初等中等教育局 作成責任者

事業開始年度

施策 -

政策体系・評価書URL

主要経費 教育振興助成費

令和5年度行政事業レビューシート

-

-

令和元年度
事業終了

（予定）年度
令和5年度 担当課室

- -

補正予算（B) - - -

-

-

-

予備費等（E) - - - -

予算の
状況

前年度から繰越し（C)

当初予算（A) 21 19 16 4 -

- - -

-

補助率等

事業概要
（5行程度以内）

Society5.0時代を迎え、社会の構造が劇的に変化し、必要とされる知識も急激に変化し続けることが予想される中、子供たちの基礎学力の確実な定着を図っていくことが義務教育
段階において一層求められている。このため、企画・検討会議の指導助言を得ながら、文部科学省、大学等におけるこれまでの調査研究事業や学術研究等において学力向上に成
果があるとされた取組について、教育委員会等に委託し、委託先の指定する学校において実践研究を実施する。また、子供たちの基礎学力向上に相関があると考えられる事項に
ついて、研究機関への委託等を通じ分析を実施する。これら実践研究や調査分析を通じて得られた結果や成果等については、全国への普及展開に努めるとともに、今後の学力向
上に資する施策立案等のために活用を図る。

実施方法 委託・請負

予算額・
執行額

（単位:百万円）
（インプット）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

執行額(G) 0 11 11

計(F)
=（A)+（B)+（C)+（D)+（E)

21 19 16 4

現状・課題
（5行程度以内）

(目) 教職員研修費 0

翌年度へ繰越し（D) - - - -

3

0

本事業は令和5年度をもって廃止する。

※金額は単位未満四捨五入して記載していることから、合計が一致しな
い場合がある。



成果目標①-1の
設定理由

（アウトプット
からのつながり）↓

100

-

アクティビティ①について定性的なアウトカムを設定している理由

-

％ - 100 100

目標値 ％ 100 100 100

今後の学力向上に資する政策立案等のために必要となる成果を得るため、都道府県教育委員会等の団体を対象に委託し、調査研究を実施する。

成果目標及び成果実績
①-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

学力向上のための基盤づくりに関する調査研究　完了報告

活動目標及び活動実績
①

（アウトプット）
当初見込み 件数

- -

1

活動目標 活動指標

9

件数 8

↓

活動内容①
（アクティビティ）

都道府県教育委員会等の団体への委
託

調査研究の委託件数
※令和２年度の実績は、新型コロナ
ウイルス感染症の影響により事業中
止のため、０件。

活動実績

5 年度

すべての委託先からの児童生徒の学
力向上に関する指標のうち定量的指標
によるデータの取得

各事業委託先の取組の成果をまとめた完了報
告書における、児童生徒の学力の向上に関する
定量的指標によるデータを得られた委託先の割
合
※令和２年度の実績は、新型コロナウイルス感
染症の影響により事業中止のため０％となって
いる。 達成度

単位 令和2年度

-

目標最終年度

100

アウトカム設定について
の説明

令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

-

-

100％

8

今後の学力向上に資する政策立案等のために必要となる知見を得るためには、調査研究が着実に実施される必要があるため、委託先件数を活動指標とする。そ
のうえで、調査研究の委託先から定量的なデータを得ることを成果目標に設定する。

アクティビティ①についてアウトカムが複数設定できない理由

本事業は、都道府県等においてそれぞれに設定した学力の向上のための基盤づくりに資する研究知見を収集・普及展開するものであり、委託先によって向上を目
指す学力やその定義がそれぞれ異なっていることから、一律の基準で学力を定義し測定することが難しいため。

-8 8

成果実績



- -

改善の
方向性

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事業所管部局による点検・改善

-
事業に関連する
ＫＰＩが定められて
いる閣議決定等

名称

URL

該当箇所

平成26年度 -

備考

文部科学省 新31

行政事業レビュー推進チームの所見に至る過程及び所見

平成24年度 -

平成25年度 -

公開プロセス・秋の年次公開検証（秋のレビュー）における取りまとめ

その他の指摘事項

本事業によって得られた成果も踏まえて事業の見直しを行い、新たな教育課題の解決に向けた取組を進めるため、本事業は令和5年度をもって廃止する。

事業内容の一部改善

廃止

-

平成30年度 新31-0007

平成23年度 -

今後も引き続き予算の効率的で適正な執行に努めるとともに、必要な経費について精査に努めるとともに、学力向上の基盤づくりを行う中で、特に学びの保障に
係る取組事例について、今後の学力向上施策に資する情報として事業成果の活用促進を図る。

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

20

令和元年度

平成28年度 -

平成29年度 -

令和3年度

平成27年度

令和2年度 文部科学省 0060

0064

令和4年度 2022 文科 21 0065

2021 文科

上記への対応状況

-

上記への対応状況

-

過去に受けた指摘事項
と対応状況

0008

-

-

目標年度における効果測定に関する評価（令和6年度実施)

-
点検結果

各事業年度ごとに各事業者から提出される事業実施計画書及び事業完了報告書等におい
て、各事業者における支出先・使途を把握し、経費の使用状況や事業目的との整合性につ
いて確認を行っている。また、必要に応じて個別に問い合わせて追加書類を求める等、各事
業者における支出先・使途の把握に努めている。

-

-

この事業は、令和４年度決算において多額の不用額が生じているため、不用額が生じた要因を分析したうえで、予算執行の実績を適切に令和６年度概算要求に
反映すべき。アウトカムが複数段階設定できないとしているものについて、事業効果を適切に測るために複数設定できないか、引き続き検討されたい。

外部有識者の所見

外部有識者による点検対象外



資金の流れ
（資金の受け取り先が
何を行っているかにつ

いて補足する）
（単位：百万円）

文部科学省

11.4百万円

諸謝金 0.3百万円

職員旅費 0.2百万円

委員等旅費 0.7百万円 等を含む

実践研究の企画・評価、連絡協議

会の開催、実地調査の実施。

委託【随意契約（企画競争）】

Ａ．「学力向上のための基盤づくりに関する調査研究」

都道府県教育委員会 等

（全６件）

10.2百万円

学力向上のためにどのような取組が有効かについて，学習を支

える環境整備や効果的な補充学習・家庭学習の実施等、調査分

析及び実践研究を行う。



　

支出先上位１０者リスト

A.

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

事業費 雑役務費（補助教材版下作成委託費他） 1.9

事業費 借損料（Web会議システム使用料他）

費目・使途
（「資金の流れ」において
ブロックごとに最大の金
額が支出されている者に
ついて記載する。費目と
使途の双方で実情が分

かるように記載）

A. B.

費　目 使　途

事業費 旅費（先進都市への視察） 0.3

計 2.9 計

0.3

事業費 印刷製本費（補助教材印刷費） 0.2

事業費 諸謝金（学力向上推進協議会出席謝金） 0.2

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 横浜市教育委員会 3000020141003
学力向上のための基盤づく
りに関する調査研究

2.9
随意契約（企画

競争）
15 100％ -

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙2】に記載 チェック

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

100％ -

4 国立大学法人佐賀大学 1300005002712
学力向上のための基盤づく
りに関する調査研究

1.3
随意契約（企画

競争）
15 100％

15 100％ -

3 国立大学法人愛媛大学 9500005001934
学力向上のための基盤づく
りに関する調査研究

2.1
随意契約（企画

競争）
15

2 大阪府 4000020270008
学力向上のための基盤づく
りに関する調査研究

2.3
随意契約（企画

競争）

15 100％ -6 福津市教育委員会 1000020402249
学力向上のための基盤づく
りに関する調査研究

0.7
随意契約（企画

競争）

-

5 山口県 2000020350001
学力向上のための基盤づく
りに関する調査研究

0.9
随意契約（企画

競争）
15 100％ -


	行政事業レビューシート

